
学校法人　日本工業大学

（単位：円）

本年度末 前年度末 増 減

固定資産 54,150,867,875 54,565,514,182 △ 414,646,307

27,951,040,971 28,634,131,723 △ 683,090,752

4,997,644,980 4,997,644,980 0

19,107,518,443 19,746,088,650 △ 638,570,207

947,105,110 1,039,863,991 △ 92,758,881

1,094,953,688 1,168,209,798 △ 73,256,110

61,530,413 65,326,782 △ 3,796,369

1,591,081,861 1,583,129,375 7,952,486

4,774,476 6,764,147 △ 1,989,671

146,432,000 27,104,000 119,328,000

26,002,120,559 25,786,546,998 215,573,561

1,127,000,000 937,000,000 190,000,000

1,823,989,830 1,758,989,451 65,000,379

1,204,008,227 1,203,328,403 679,824

10,810,485,064 10,967,088,544 △ 156,603,480

10,202,256,866 10,088,745,121 113,511,745

146,832,804 144,350,320 2,482,484

687,547,768 687,045,159 502,609

197,706,345 144,835,461 52,870,884

3,928,160 3,928,160 0

68,479,409 2,036,612 66,442,797

96,929,331 96,929,331 0

3,010,000 3,840,000 △ 830,000

24,884,055 37,625,968 △ 12,741,913

475,390 475,390 0

流動資産 6,905,573,172 7,036,524,578 △ 130,951,406

6,688,971,262 6,842,793,719 △ 153,822,457

187,936,909 171,162,902 16,774,007

23,604,447 19,371,665 4,232,782

4,802,794 2,933,307 1,869,487

257,760 262,985 △ 5,225

資産の部合計 61,056,441,047 61,602,038,760 △ 545,597,713

貸 借 対 照 表

令 和 7 年 3 月 31 日

資産の部 

科 目

有形固定資産

土地

建物

構築物

教育研究用機器備品

管理用機器備品

図書

車輌

建設仮勘定

特定資産

退職給与引当特定資産

施設引当特定資産

設備引当特定資産

育英基金引当特定資産

第2号基本金引当特定資産

第3号基本金引当特定資産

価格変動引当特定資産

その他の固定資産

電話加入権

有価証券

長期貸付金

差入保証金

現金・預金

長期前払金

未収入金

前払金

仮払金

立替金

ソフトウェア



本年度末 前年度末 増 減

固定負債 4,179,739,910 4,482,572,833 △ 302,832,923

2,963,970,000 3,304,370,000 △ 340,400,000

11,316,360 2,245,320 9,071,040

1,204,453,550 1,175,957,513 28,496,037

流動負債 3,011,888,067 2,876,217,396 135,670,671

341,650,000 339,150,000 2,500,000

240,638,685 209,094,618 31,544,067

2,216,188,381 2,133,692,261 82,496,120

212,631,209 194,200,517 18,430,692

779,792 80,000 699,792

負債の部合計 7,191,627,977 7,358,790,229 △ 167,162,252

本年度末 前年度末 増 減

基本金 60,708,328,612 60,268,154,377 440,174,235

57,210,338,782 57,025,164,926 185,173,856

1,127,000,000 937,000,000 190,000,000

1,823,989,830 1,758,989,451 65,000,379

547,000,000 547,000,000 0

△ 6,843,515,542 △ 6,024,905,846 △ 818,609,696

△ 6,843,515,542 △ 6,024,905,846 △ 818,609,696

53,864,813,070 54,243,248,531 △ 378,435,461

61,056,441,047 61,602,038,760 △ 545,597,713

学費等前受金

預り金

負債の部 

科 目

長期借入金

長期未払金

退職給与引当金

科 目

第１号基本金

第２号基本金

第３号基本金

第４号基本金

繰越収支差額

仮受金

純資産の部 

翌年度繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

短期借入金

未払金



〔注 記〕 

１．重要な会計方針 

（1）引当金の計上基準

①徴収不能引当金

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

②退職給与引当金

大学の教職員及び法人の職員については、自己都合退職による期末要支給額 1,341,445,005

円の 100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入

れ調整額を加減した金額を計上している。 

高校及び中学の教職員については、自己都合退職による期末要支給額 530,837,349 円より、

東京都私学財団の交付金相当額を控除した金額の 100％を計上している。 

（2）その他の重要な会計方針

①有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券の評価方法は償却原価法である。その他の有価証券は移動平均法に

基づく原価法である。 

②外貨建資産の本邦通貨への換算基準

外貨建短期金銭債権債務は、期末時の為替相場により円換算して表示している。 

③預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。 

④赤倉セミナーハウスその他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

補助活動に係る収支は総額で表示している。 

⑤減価償却の方法

・有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。 

・リース資産

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

・ソフトウェア

残存価額を零とする定額法によっている。 

２．重要な会計方針の変更等 

変更はありません。 

３．減価償却額の累計額の合計額 

有形固定資産 32,131,648,716円 

その他の固定資産 137,716,188円 

４．徴収不能引当金の合計額 0円 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

土地 760,424,946円 

建物 12,098,597,404円 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

3,082,474,662円 



７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

（1）有価証券の時価情報

①総括表    （単位：円） 

種 類 
当年度（令和 7年 3月 31日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 2,025,782,037 2,446,935,030 421,152,993 

（うち満期保有目的の債券） (2,025,782,037) (2,446,935,030) (421,152,993) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 12,968,901,856 12,527,196,200 △441,705,656

（うち満期保有目的の債券） (12,968,901,856) (12,527,196,200) (△441,705,656)

合 計 14,994,683,893 14,974,131,230 △20,552,663

（うち満期保有目的の債券） (14,994,683,893) (14,974,131,230) (△20,552,663)

時価のない有価証券 96,929,331 

有価証券合計 15,091,613,224 

②明細表    （単位：円） 

種 類 
当年度（令和 7年 3月 31日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

債券 14,994,683,893 14,974,131,230 △20,552,663

株式 0 0 0 

投資信託 0 0 0 

貸付信託 0 0 0 

合 計 14,994,683,893 14,974,131,230 △20,552,663

時価のない有価証券 96,929,331 

有価証券合計 15,091,613,224 

（2）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の 2分の 1以上である会社の状況は次のとおりである。

Ａ．①名称及び事業内容 ㈱ＮＩＴクリエイト 

学生食堂、建物管理（清掃、警備等）、保険代理店業務 

②資本金の額 26,000,000円 

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

昭和 43年 6月 6日 450,451円 300株 

平成 18年 3月 15日 25,517,280円 3,200株 

総株式等に占める割合 67.31％ 

④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄付の金額並びにその他取引の額

受入配当金 0円 寄付金 0円 取引の額 342,111,537円 

⑤当該会社の債務に係る保証債務  学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

Ｂ．①名称及び事業内容 ㈱日工テクノ 

金属繊維、厨房用グリスフィルター等の金属繊維製品の製造販売 

②資本金の額 90,000,000円 

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日



平成 9年 5月 14日 60,000,000円 1,200株 

平成 22年 3月 25日 30,161,600円 1,600株 

総株式等に占める割合 70.00％ 

④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄付の金額並びにその他取引の額

受入配当金 0円 寄付金 3,000,000円 取引の額 3,940,910円 

⑤当該会社の債務に係る保証債務  学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは

次のとおりである。 

平成 21年 4月 1日以降に開始したリース取引 

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高 

管理用機器備品 1,411,713円 640,750円 

（4）関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円） 

属性 
役員・法人

等の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

事業内容 

又は職業 

議決権の 

所有割合 

関係内容 

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 役員の 
兼務等 

事業上 
の関係 

理事長 柳澤 章 ― ― ― ― ― ― 
債務保証 

（注１） 
0 ― ― 

理 事 徳川喜壽 ― ― ― ― ― ― 
債務保証 

（注２） 
0 ― ― 

（注 1）当法人は、日本私立学校振興・共済事業団からの借入（114,420,000 円）について、柳澤章理事長より債務保

証を受けている。なお、保証料の支払は行っていない。 

（注 2）当法人は、公益財団法人東京都私学財団からの借入（5,000,000 円）について、徳川喜壽理事より債務保証を

受けている。なお、保証料の支払は行っていない。 




